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研究成果の概要（和文）：格差社会を評価するために、経済的不平等について所得格差ではなく
消費水準の不平等をもとに格差を評価する方法に関して改善を行い、その実証分析における有
効性について検討した。さらには、消費水準では捉え切れない居住環境の格差について、住居
の状況、医療機関へのアクセスといった面よりアンケート調査を行い、その需要要因について
検討した。また、レジャーに関しても、特に旅行に関する質的な要求に関する分析を行った。 
 
研究成果の概要（英文）：To evaluate the inequality among households, we modified the 
consumption inequality measure and investigate its empirical advancements.  
Furthermore, to evaluate environmental inequality among households, we conduct a 
questionnaire survey for dwelling environment: housing quality and access to medical 
services, and estimate demand function for those environmental qualities.  Additionally, 
we conduct a demand analysis for leisure and tourism. 
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１．研究開始当初の背景 
（１） 『格差社会』という言葉がしばしば
新聞や雑誌で取り上げられるようになって
来ており、これは単なる社会的な現象ではな
く、学術的な研究が数多く行われると同時に、
学術的論争も盛んに行われていることを反
映したものであった。 
 
（２） しかしながら、この問題を経済統計
学的な視点より考察しようとするとき、『格
差』とは、どのように定義されるものである

のか、それをどのように計測することが出来
るのか、あるいはどのように計測すべきであ
るのか、といった議論が欠如していた 
 
（３） 伝統的に考察されて来た不平等尺度
は一時点での所得であり、個人の生涯全体で
の所得や、家計の複数時点での所得を総合的
に評価する方法は、ライフ・サイクル恒常所
得仮説に基づいた経済的な不平等の計測な
どがあるのみであった。 
 



（４） 消費水準による経済的な不平等の計
測は、ライフ・サイクル恒常所得仮説という
個人や家計の効用最大化を仮定した、経済学
的にも意味のある不平等の計測方法であり、
昨今の『格差社会』を統計学的に分析する上
でも強力な分析ツールである。 
 
（５） しかしながら、消費水準を持ってラ
イフ・サイクルにおける効用水準を推計する
という試みは、非常に単純な個人の通時的な
効用最大化問題より導き出される結果であ
り、いわゆるライフ・ステージの変化を充分
評価できるかというと充分ではない尺度で
あった。 
 
（６） それぞれのライフ・ステージにその
ライフ・ステージに適した消費パターンが存
在しており、生涯における消費水準を平準化
するといった単純な仮定が成り立たない可
能性を示唆するものである。特に家族構成の
変化は、個々の時点における家計に対して同
一の水準の効用をもたらす消費水準の変化
をもたらすと考えられる。 
 
（７） 同時に見落としていけないのは、住
居等の居住環境から得られる効用に関して
もライフ・ステージとの係わりは大きいと考
えられる。 
 
（８） ライフ・スタイルの多様化とも呼ぶ
べき現象が起こっている近年においては格
差社会を総合的に評価するためは、このよう
なライフ・ステージの変化と家族構成の違い
を考慮した経済学的な不平等の計測方法の
開発が不可欠であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
（１） 本研究の目的は、格差社会を総合的
に評価するため、個人のライフ・スタイルの
多様化に対応した消費水準に基づく経済的
な不平等の計測と住居から得られるサービ
スについてライフ・ステージによる変化を考
慮した計測方法を開発することによって、格
差社会と呼ばれるものを総合的に評価する
方法を提案することにある。 
 
（２）アンケート調査を行うことによって、
家族構成やライフ・ステージの違いによって
家計の消費水準が同一であっても、消費や居
住環境から得られる効用水準が異なる場合、
消費水準を家族構成や住環境でそのように
補正し、ライフ・サイクルに置ける効用水準
をより正確に計測できるのかを検討する。具
体的なアンケート調査の内容としては、仮想
的な家族状況や住環境を家計に提示して、消
費水準をどの程度まで変化させることが出
来るのか所得の将来的な予測についてどの

ように考えるのか、といった内容を聞くこと
によって、ライフ・サイクルにおける効用水
準をより正確に計測するためには家族構成
や住環境の違いによってどのように消費水
準を補正すべきであるのかを明らかにする。 
 
（３）従来提案された経済的な不平等尺度を
修正し格差社会を総合的に評価するための
新たな指標や評価方法について提案を行う。 
 
３．研究の方法 
（１） 第 1段階として、経済的な格差を総
合的に評価するための経済理論的及び経済
統計学的な分析方法の開発を目指す。 
 
（２）第 1段階において検討すべき経済理論
的な問題は、従来は代表的な個人よりなる家
計の効用関数をもとに多くの経済分析が進
められてきたのに対して、本研究では個人の
ライフ・サイクルの中で変化するライフ・ス
テージごとに効用水準を比較する方法を開
発する必要がある。 
 
（３） 経済統計学的な問題としては、官庁
統計として調査されている『家計調査』や『全
国消費実態調査』、更には居住環境に関する
調査としての『住宅・土地統計調査』のデー
タに基づいて、どの程度まで経済格差を総合
的に評価できるかについて検討する。とくに
住宅サービスに関する経済的な評価である
帰属家賃の推計方法については、従来の方法
の限界や問題点を明らかにする必要がある。 
 
（４） 第 2段階では、第 1段階で明らかに
なった、この問題に対して官庁統計による接
近方法の限界を踏まえ、具体的には、どのよ
うな質問項目をアンケート調査によって聞
くことによって経済格差を総合的に評価し
うるのか、ライフ・ステージの変化による効
用関数の変化、居住環境の違いによる効用水
準の違いをどのように調査し評価すべきか
について検討する。 
 
（５） 住環境の格差と家族構成の違いをラ
イフ・サイクルでの効用水準を代理すると考
えられる消費水準の補正にどのように用い
るのかが、この分析での重要なポイントとな
ると考えられる。アンケート調査によって得
られたデータに対して具体的に補正を行い、
格差社会を総合的に評価する指標について
の実用可能性及び現実妥当性について検討
を行う。 
 
（６） 具体的な問題点や仮説についてアン
ケート調査を用いて検討可能な部分につい
て追加修正した同規模のアンケート調査を
行い、格差社会を評価する指標の頑健性をチ



ェックする。 
 
（７） アンケート調査の結果を統計学的手
法及び計量経済学的な手法を用いて分析し、
経済的な格差が、従来の所得や消費水準で捉
えられているものに比べ、ライフ・ステージ
の違いによる効用関数の変化や居住環境か
らの効用と家族構成の関係を考慮した場合
にどのように異なるのかを明らかにする。 
 
（８）アンケート調査とは別に、経済格差の
総合的な評価方法が国際的な比較研究にお
いて充分耐えうるものであるために、アジア
などの海外の国々においてヒアリングを行
い、等価尺度や居住環境の差による効用水準
の違いに関して、国際的な比較可能性につい
て検討する。 
 
４．研究成果 
（１） これまでの研究の拡張として、恒常
所得仮説に基づく経済学的不平等尺度につ
いて、その時系列的特性を明らかにするとと
もに、従来の所得に基づく不平等度との関係
が明らかになる統計的な分析を行った。また
地域間の不平等に関して、経済学的な不平等
を分解し、生産や所有と経済活動の地域間格
差に関する評価方法について提案を行った。
具体的なデータは我が国の地域間データと
大韓民国の所得と支出に関するデータを元
に分析を行った。＜雑誌論文⑥・⑩・⑫＞こ
の過程で、所得と貿易および公的資本との関
連についても明らかにする必要があり、デー
タの作成および因果関係の検定に関する研
究を行った。＜雑誌論文①・⑪＞ 
 
（２） 従来の消費水準に基づく経済学的不
平等にバイアスを生じさせる要因として、生
活上のリスクの影響に関して、食品の安全性
から来るリスクと高齢化や天災によるリス
クに対する消費者の態度に関する実証分析
を行い、消費水準のゆがみの実態について明
らかにした。＜雑誌論文③・④・⑤＞＜学会
発表 ①・③＞ 
 
（３） 消費水準そのものには直接反映され
ないレジャーおよび住環境の影響および格
差の実態について実証分析を行い、レジャー
に関してはリピータとそうでない旅行者で
は需要構造が異なることを明らかにし、住環
境に関しては、たとえば家屋の広さと家族人
員の関係や最寄り駅への利便性と経済価値
について、単純な足し算ではなく非線形の関
係が存在することを明らかにした。このこと
は、住環境より経済格差を計測する上で、等
価尺度の計測の重要性を明らかにする研究
となった。＜雑誌論文②・⑨＞＜学会発表 
②・③・④・⑤＞ 

 
（４） 研究の副産物として、長期金利と短
期金利の関係について、経済学的にみて意味
のある分析に関して提案を行った。＜雑誌論
文⑧＞＜学会発表 ⑥＞また不連続な調整過
程を持つ動学的な家計の行動について、最適
な条件を元に評価する方法についても提案
を行った。＜雑誌論文⑦＞ 
 
（５） 以上の分析に加えて、以下のことが
明らかとなった。 
 
① 格差社会を総合的に評価するため、個人
のライフ・スタイルの多様化に対応した消費
水準に基づく経済的な不平等の計測に加え、
住環境やレジャーの消費といった直接消費
水準に現れない格差を評価することの重要
性、あるいは、日常生活に関わるリスクに対
しての経済学的な根拠のある評価方法を確
立することが重要であることが明らかとな
った。 
 
② 格差評価に関して総合的な評価につい
ては、以上の研究を通じて、個々の側面を取
り入れ評価していくことを明らかにするこ
とができたが、具体的な格差指標の総合化あ
るいは、多元的な格差の評価については、今
後さらなる検討が必要であることが明らか
となった。 
 
③ アンケート調査に基づくリスク等に関
する評価方法については、現在も論文を作成
中であり、今後この方向で研究を発展させて
いくことが重要であることが明らかとなっ
た。 
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